
 

熊本市教育大綱 

（案） 

 

 

 

 
 

 

熊本市 

 

別 冊 



目  次 

１ 策定の趣旨     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

２ 大綱の位置付け  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

３ 計画期間       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

４ 基本理念       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

５ 施策の基本方針   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 （１）徳・知・体の調和のとれた教育の推進 

（２）子ども一人ひとりを大切にする教育の推進 

（３）安全で良好な教育環境の整備 

（４）学校教育と福祉の連携の推進 

（５）生涯を通して学び、その成果を地域に活かすことができる環境の整備 

（６）豊かな市民生活を楽しむための文化の振興 

（７）生涯を通して健康に過ごすためのスポーツの振興 

６ 重点的取組         ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

（１）いのちを大切にする心の教育の充実といじめや不登校への細やかな対応 

（２）確かな学力の向上と社会の変化に対応した教育の推進 

（３）教員が子どもと向き合うための体制の整備 

（４）学習に集中できる教育環境づくりと安全対策の推進 



 

1 
 

１ 策定の趣旨  

平成２６年６月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する

法律」が公布され、教育委員会制度等の見直しが行われました。 
この改正は、教育の政治的中立性、継続性や安定性を確保しながらも、教育行政

における責任の所在を明確化させるとともに、迅速な危機管理体制の構築や地方公

共団体の長と教育委員会の連携の強化を図ることを目的としています。 
この改正により、新たに地方公共団体の長と教育委員会で構成される総合教育会

議を設置すること及び各地方公共団体の長が教育大綱を策定することなどが定め

られました。 
本市においても、この法改正に基づき、平成２７年６月に熊本市総合教育会議を

設置し、教育大綱の策定について市長と教育委員会で協議や意見交換を行うととも

に、児童生徒、教職員、保護者、学校評議員等に対するアンケート調査の実施やワ

ークショップ・懇談会等を行い、本市の教育が抱える課題等について、多くの関係

者から意見を拝聴しました。 
これらの意見を踏まえ、本市の教育、文化及びスポーツの振興に関する総合的な

目標や施策の根本となる指針として、「熊本市教育大綱」を定めます。 
 

 

 

２ 大綱の位置付け   

本教育大綱は、本市市政運営の基本方針である「熊本市総合計画」に基づき、教

育、文化及びスポーツに関する分野についての基本方針とアンケート調査や懇談会

での意見を反映させた重点的取組について定めます。 
また、熊本市教育振興基本計画は、本教育大綱との整合を図ります。 

 
 
 

 

３ 計画期間  

本教育大綱は、総合計画との整合を図ることから、平成２８年度から総合計画の

中間見直し年度である平成３１年度までの４年間を計画期間とします。 
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 ４ 基本理念    

｢まちづくり｣は、「人づくり」です。 
本市は、豊かな自然に恵まれた環境と都市の利便性が調和した大変暮らしやすい

都市であり、私たちは、このまちの様々な魅力を先人たちから引き継いできました。

中でも、教育については、肥後熊本藩時代には、文武両道を掲げた藩校「時習館」

や医学校「再春館」が設立され、明治時代には、熊本洋学校、第五高等学校、熊本

医学校などが相次いで開校し、横井小楠、井上毅、徳富蘇峰、北里柴三郎を輩出す

るなど、わが国の発展に大きく寄与してきた歴史があります。 
また、第五高等学校では、講道館を設立した嘉納治五郎や明治の文豪小泉八雲、

夏目漱石といった偉大な教育者を招聘し、積極的に「人づくり」に取り組んできま

した。 
これらの歴史に鑑み、本市が「教育先進都市」として発展できるよう、次代を担

う人材の育成にかかる施策を力強く推進していかなければなりません。 
 
一方、本市の教育を取り巻く環境は、少子化、核家族化、都市化や、地域のつな

がりの希薄化などにより大きく変化しており、教育の現場も様々な課題を抱えるよ

うになっています。 
 
そこで、本市は、このような社会環境の変化に適切に対応し、子どもたち一人ひ

とりが、その将来に夢や希望を抱き、十分にその能力を発揮できる環境を整え、未

来へと羽ばたくことができるよう、豊かな人間性と確かな学力、健やかな体を備え

た、次代を担う人づくりに全力で取り組みます。 
このために、家庭や学校はもちろんのこと、地域や行政のほか「人づくり」に携

わるあらゆる関係機関が連携し、人と人との絆を大切にしながら、それぞれの課題

の解決に向け社会全体で取り組む体制づくりを進めます。 
加えて、子どもたちはもとより、すべての市民が豊かな人生を送ることができる

よう、生涯を通した学習をはじめ、伝統ある文化芸術やスポーツの振興を推進する

とともに、これを生かして地域社会に貢献できる仕組みづくりに取り組みます。 
 
さらに、このような、「人づくり」、｢地域づくり｣を推進していく上で、教育が果

たすべき使命が大変大きいものであることをしっかりと自覚するとともに、本市の

教育施策等が時代に合ったものとなっているか、常に検証・改善を行います。 
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５ 施策の基本方針  

 
現在の教育を取り巻く様々な問題を解決していくためには、市長と教育委員会の

連携をはじめ、学校、家庭や地域社会が信頼し合いながら、協力していくとことが

重要です。 
その信頼や協力関係を築いていくためには、市民の声に積極的に耳を傾け、課題

を把握し、その課題解決に向けて、市民の意見を施策に反映させるよう努めるとと

もに、それらの過程について、丁寧に説明することが大切です。 
また、課題解決のために、県や他の市町村とも積極的に連携交流を図り、効率的

で効果的な施策の実現を図ります。 
さらには、教育委員会を含めた職員の資質向上のため、法令遵守はもとより、職

員倫理意識の向上や不祥事の防止等に取り組んでまいります。 
  
これらを踏まえ、この「施策の基本方針」においては、今後、本市が取り組んで

いくべき方向性を定めた「熊本市総合計画」に基づき、教育、文化及びスポーツに

関する分野について、以下の７つの方針を定めます。 
 
 
 

（１） 徳・知・体の調和のとれた教育の推進 

○現状と課題 

核家族化やひとり親家庭の増加、雇用形態の多様化、子どもの貧困率の上昇、情

報化社会の進展など子どもたちを取り巻く生活環境や社会環境の変化による子ど

もたちの自立心の欠如や規範意識の低下、学ぶ意欲の低下のほか、生活習慣の乱れ

などが指摘されています。しかしながら、子どもの体力は長期的低下傾向に歯止め

がかかるなど、体力向上の取組に一定の成果がみられています。 
そのような中、本市では、全国学力・学習状況調査の学習環境等に関する設問で

「学校のきまりを守っている」「将来の夢や目標がある」などの質問項目に「当て

はまる」と回答した子どもの割合は、全国の割合を上回っています。また、同調査

の学力を問う問題では、本市平均正答率を全国と比較すると、小学校では一部の教

科で下回っているものの、中学校では全教科で上回っている状況です。一方、体力・

運動能力調査の体力合計点では、小学校では全国の数値を上回っているものの、中

学校では下回っている状況です。 
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〇基本取組方針 

人として大切である豊かな心が育まれてこそ、知識や健やかな体が生かされると

考え、本市の特色として、徳・知・体の調和のとれた人づくりを目指し、以下の取

組を推進します。 
 

○事業概要 

① 豊かな心を育む教育の推進 
道徳性や正義感、思いやりや自立心など、次代を担う子どもたちの豊かな人間性や社会性を

育むために、自然体験や勤労体験などの体験学習を充実するとともに、個性や能力を伸ばして

自分らしい生き方を実現し、将来活躍できるよう、キャリア教育の充実を図ります。 
② 確かな学力を育む教育の推進 
子どもたちが学ぶ楽しさや分かる喜びを実感できるような授業を推進し、確かな学力の向上

に努めます。 
③ 健やかな体を育む教育の推進 
生涯にわたって健康的な生活を送ることができるよう、基本的生活習慣の定着、運動の習慣

化や食育の推進など、子どもたちの健康増進や体力の向上に努めます。 
④ 社会の変化に対応した教育の推進 
グローバル化や情報化の進展など社会の変化に対応できるよう、小学校からの外国語教育を

充実させ、国際理解教育を推進するとともに、ＩＣＴの活用能力の向上を図ります。 
⑤ 郷土学習やまちづくりへの関わりとの連携と郷土学習の推進 
熊本の歴史や人々について学ぶ郷土学習を推進するとともに、地域の行事への参加を通して

地域との交流や連携を深め、子どもたちのふるさとへの理解や誇りを育みます。 
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（２） 子ども一人ひとりを大切にする教育の推進 

○現状と課題 

いじめや不登校などの問題のほか、ＳＮＳを介した子ども同士のトラブルなど、

新たな問題が顕在化しています。また、特別支援学級や通常学級に在籍する発達障

がいのある子どもたちなどの増加に伴い、一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切

な指導や支援が必要になっています。 

本市においてもこのように、子どもたちの多様な状況へ対応するために、教員の

指導力の向上が求められる一方で、教員が多忙化し、子どもと向き合う時間が不足

するなどの課題も生じています。 

 

〇基本取組方針 

 教員が子どもと向き合いながら、いじめや不登校の未然防止に努め、早期発見・

早期対応を図るとともに、特別な支援を必要とする子ども一人ひとりの将来の自立

と社会参加に向けた学びの充実を図るために、以下の取組を推進します。 

 

○事業概要 

① いじめ不登校などに対する相談・支援体制の充実 

いじめや不登校などの相談に対して、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカ

ー等の専門家との連携を図りながら、適切な支援体制の整備を進めます。 

② 特別支援教育の推進 

特別な教育的支援を要する子どもたちに対し適切な支援を行うために、教職員の専門性の

向上や個別の指導計画の作成・活用を通して、支援体制の充実を図ります。 

③ 教員が子どもと向き合う時間の拡充 

学校への人的支援の強化のほか、学校のマネジメント力強化に向けた管理職等の研修プロ

グラムや、校務支援の充実を図り、効果的・効率的な学校運営を推進するなど、教員と子ど

もがしっかりと向き合える環境づくりを行います。 
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（３） 安全で良好な教育環境の整備 

○現状と課題 

地域のつながりの希薄化による地域の防災防犯等の機能の低下や、モータリゼー

ションの進展による自動車交通量の増大などにより、子どもたちの登下校時の安全

確保が課題となっています。 

また、本市においては、高度経済成長期を中心に建設された学校施設の老朽化が

進み、改修等の必要な施設が増加しています。加えて、近年、異常気象が続き、猛

暑日の増加に伴う熱中症への対応など、快適な教育環境の整備が喫緊の課題となっ

ています。 

さらに、少子化の進展や、一部地域での児童・生徒数の減少傾向に伴い、複式学

級や全学年単学級の小規模校が増加する一方、プレハブ校舎での対応を余儀なくさ

れている大規模校も存在するなど、市域の児童生徒数の偏在化が進んでおり、子ど

もたちのより良い教育環境の提供のために学校規模の適正化を図る必要がありま

す。 

 

○基本取組方針  

子どもたちが学校だけでなく登下校時や放課後においても、安全で良好な教育環

境の中で過ごすことができるよう、以下の取組を推進します。 

 

○事業概要 

① 子どもたちの身近な安全対策の充実 

  防災教育の充実や防犯対策等の強化など校内の安全対策はもとより、地域や関係機関と連

携し、通学路等の安全確保に取り組みます。 

② 最適な学習環境の整備 

老朽化した校舎、体育館の計画的な維持改修に努めるとともに、全小中学校の普通教室への

エアコンの導入などにより、安全で良好な学習環境の整備を進めます。 

③ 学校規模の適正化と家庭・地域社会との連携強化 

学校規模の適正化や校区の見直し、弾力化を進めるとともに、地域の実態に応じた学校運営

ができるよう、家庭や地域社会と連携した学校づくりを進めます。 

④ 放課後児童対策の推進 
全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごすための居場所を確保し、多様な体験・活動を行

うことができるよう、児童育成クラブを整備するとともに、学びノート教室や放課後子どもス

ポーツ教室等の放課後子供教室との更なる連携を図ります。 
  さらに、子どもたちが安全に遊ぶことができる魅力的な公園づくりに取り組みます。 
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（４） 学校教育と福祉の連携の推進 

○現状と課題 

子どもたちを取り巻く課題やニーズが複雑化・多様化する中、特に困難を抱える

子どもたちへの教育の機会確保及び支援については、学校のみではなく、福祉部門

と連携し、一人ひとりの状況に応じた細やかな対応が求められています。 
本市においては、発達に課題のある子どもの早期発見と早期支援を行っているほ

か、医療・福祉・保育・教育等の関係機関によるネットワーク型の療育支援を行っ

ています。しかしながら、保育所や幼稚園からの円滑な就学、その後の進学など、

子どもたちが新たなライフステージに進む際に、学校と関係機関がより正確な情報

を共有できるような、さらなる支援体制の充実が求められています。 
また、児童虐待等を含む要保護児童の早期発見と適切な支援のために、区ごとの

相談体制の充実や児童相談所等の関係機関とのさらなる連携を図っていくととも

に、今後、社会全体で困難を抱える子どもたちへの支援をさらに進めていくことが

できるよう、学校現場と福祉部門との連携を強化していく必要があります。 
 

○基本取組方針  

子どもたちが持てる力を高めながら、将来にわたって心身ともに豊かな生活が送

れるよう、それぞれの教育的ニーズに応じた場で適切な指導や支援を行うとともに、

要保護児童などの社会的課題を抱える家庭に迅速かつ的確に対応できるよう、以下

の取組を推進します。 

 

○事業概要 

① 障がいに関する相互理解の促進 
  障がいのある子どもたちに対する偏見や差別をなくし相互理解を深めるため、学校はもと
より、社会全体で、正しい知識の普及･啓発に取り組むとともに、ボランティアの育成や活動

支援に取り組みます。 
② ライフステージに応じた継続的な支援の充実 
特別な支援を要する子どもたちのライフステージに応じた一貫した支援を行うため、発達や

育児に関する相談、初期療育の支援、就学に関する相談、卒業後の進学や就労の支援等、教育

と福祉のみならず、労働などの関係機関との連携の充実を図ります。 
③ 児童虐待への対応強化 
児童虐待の予防及び早期発見・早期対応を図るため、「熊本市要保護児童対策地域協議会」に

おいて、学校、地域、行政機関等の関係機関の連携を強化します。 
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（５） 生涯を通して学び、その成果を地域に活かすことができる環境の整備 

○現状と課題 

現在、我が国においては、少子高齢化の進展とともに本格的な人口減少社会を迎

え、これまでの社会経済のあり方の抜本的な見直しが迫られていることに加え、高

度情報化やグローバル化など、時代は急速に変化しています。 
これに伴い、地域社会が抱える課題も多様化・複雑化する中、本市でも、心の豊

かさや生きがい作りのための学習、新たな知識や技術の習得など、多様な学習活動

の機会の充実を求める市民ニーズが高まるとともに、学んだことを活かし社会貢献

を行う意欲のある市民が増加しています。 
 
○基本取組方針 

 市民が生きがいのある心豊かな生活を送れるよう、乳幼児期から高齢期まで各ラ

イフステージの特徴に応じた学習機会の充実を図るとともに、その成果を地域に活

かすことができる環境を整えます。 
また、地域や学校をはじめとする豊かなつながりの中で家庭教育が行われるよう、

親子の育ちを応援する学習機会を充実するとともに、市民と協働による家庭教育支

援を強化します。 
 これらの方針に基づき、以下の取組を推進します。 
 
○事業概要 

① 生涯学習社会の構築 
国公私立大学や民間団体とのネットワークを強化するなど、学習情報の収集提供に努めると

ともに、市民ニーズに応じた学習機会を積極的に提供します。また、公民館等において、市民

の主体的な学習や活動を支援するとともに、市民が学習成果を活かし地域に貢献できる機会や

場を充実します。 
② 図書館･博物館･美術館等の機能充実 
  図書館等の資料の充実やサービス向上、さらには、博物館のリニューアルによる展示環境
の改善や内容の充実、美術館等における企画展の充実など、生涯学習施設としての機能の充

実を図ります。 
③ 家庭教育力の向上 
  家庭が本来の機能を回復できるように、子育て等の学習機会を提供するとともに、学校や
地域、ＰＴＡが一体となった子どもたちの教育に取り組みます。また、親としての学びを支

援する効果的な学習機会を提供し、地域の核となって家庭教育を推進するリーダーを育成し

ます。     
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（６） 豊かな市民生活を楽しむための文化の振興 

○現状と課題 

本市には特別史跡熊本城跡や西南戦争遺跡、池辺寺跡など多くの歴史的文化遺産

があり、特に熊本城は７４万市民のシンボルとなっており、これらの遺産の調査･

研究を進めるとともに、計画的な整備に取り組む必要があります。 
また、市民一人ひとりが文化に親しむことができるようにするためには、伝統文

化の継承や新たな文化芸術に触れ合う機会の提供が課題となっています。 
 
〇基本取組方針 

関係機関と連携し、歴史的文化遺産の適切な保存･活用に努めるとともに、多様

化する市民ニーズに対応した伝統文化の継承や後継者育成への支援、新たな文化の

創造やエンターテインメントなどに触れ合う機会の拡充を図るため、以下の取組を

推進します。 
 
○事業概要 

① 文化活動の支援 
伝統文化を始め、様々な文化芸術を継承する担い手育成に取り組むとともに、市民会館や現

代美術館など文化施設におけるコンサート・企画展などの開催による文化芸術の幅広い発信

や、学校等での出張文化公演等による市民が身近な場所で文化に触れ合う機会の提供に努め

ます。 
② 歴史的文化遺産の保存整備と活用 
市民共有の財産である歴史的文化遺産や埋蔵文化財などを適切に保存整備するとともに、こ

れらの情報や研究成果の発信を通して文化財に対する市民の理解を深めます。特に、熊本城

跡については、総合的に調査研究し、適切に保存整備を進めるとともに、熊本市のシンボル

として幅広い情報発信や交流促進のための利活用に取り組みます。 
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（７） 生涯を通して健康に過ごすためのスポーツの振興 

○現状と課題 

社会の成熟化や健康志向の高まりに伴い、スポーツへの関心が高まっていますが、 
本市においては、スポーツを日常的に行う人と全く行わない人の二極化が進んでい

ます。 
 このうち、スポーツを行っていない人についても、きっかけがあれば、スポーツ

を行いたいという潜在的なニーズは高く、誰もが気軽にスポーツを始められるきっ

かけづくりの拡充が必要です。 
熊本城マラソンの開催や２０１９年のラグビーワールドカップ日本大会や女子

ハンドボール世界選手権大会の熊本での開催決定などを契機として、これまで以上

に、スポーツに対する関心が寄せられており、市民が豊かなスポーツライフを楽し

むことができるような環境整備や情報発信等が求められています。 
 
○基本取組方針 

 誰もが健康で、生涯にわたりスポーツに親しみ、豊かなスポーツライフにつなげ

ることができるよう、以下の取組を推進します。  
 
○事業概要 

① スポーツ機会の充実 
  市民がそれぞれのライフステージに応じて、日常的にスポーツに親しむことができる機会
を拡充するために、スポーツ施設予約システムの活用や校区体育協会や総合型地域スポーツ

クラブなどの地域団体によるスポーツ活動を支援します。 
② 競技力の向上 
競技団体等と連携し、各種スポーツの指導者養成を支援するとともに、スポーツ愛好者から

競技者までの個人の体力や競技力に応じた運動メニューの提供などを進めます。 
③ スポーツ施設の設備・機能充実 
  市民の誰もが安全に利用できるようスポーツ施設の適切な維持・改修に努めるとともに、
多様化するスポーツに対する市民ニーズへ対応するため、スポーツ施設の機能改善や競技備

品の充実を推進します。 
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６ 重点的取組 
 

本市では、この教育大綱を策定するにあたり、児童生徒、教職員、保護者、学校

評議員等へのアンケート調査や教員及びＰＴＡとの懇談会、中高生を対象としたワ

ークショップを行いました。 
こうした意見等をもとに次の４つの重点的取組を定め、今後４年間の計画期間に

おいて、集中的に取り組んでいきます。 

 
 
（１） いのちを大切にする心の教育の充実といじめや不登校への細やかな 
対応 

 
アンケート調査の結果、優先的に取り組むべき施策として、全ての対象者から「い

のちを大切にする教育」や「いじめ・不登校の問題」に関する意見が数多くあげら

れました。 
特に、保護者は、子どもたちが、いじめられる側にもいじめる側にもなって欲し

くないという思いを抱いており、そのことが、子どもたちに「他人を思いやる心を

身に付けて欲しい」、「道徳心や命を大切にする心を育成し、他人と協調できる社会

性やコミュニケーション能力を身に付けて欲しい」という要望につながっているの

ではないかと思われます。 
言うまでもなく、いじめは絶対に許されない行為です。そのことを子どもたち自

身が十分に理解し、安心して楽しく学校生活を送ることができるような環境づくり

を進めるとともに、子どもの些細な変化を見逃すことのないよう、教職員が一丸と

なっていじめを絶対に起こさない学校づくりに取り組みます。 
 
○主な取組 
・自然体験などの体験学習、性に関する指導の充実などを通した「いのちを大切

にする心」の育成 
・豊かな人間性や人権感覚など子どもたちの心を育むために、国に先駆け、平成

２９年度から道徳の教科化に向けた授業を実施 
・いじめや不登校のほか、保護者や子どもたちの悩みや不安などに対応する相談

体制を充実するために、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー

などを充実 
・子どもの変化にいち早く気づき対応する学校の体制づくりや家庭と学校の連携

体制等の強化 
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（２） 確かな学力の向上と社会の変化に対応した教育の推進 

 
中学生、高校生では、進学や就職といった将来の進路に関することが身近になっ

てくるため、アンケート調査においても、学力をしっかりと身に付けたいとの要望

が増えると同時に、家庭の経済的な事情による学力の格差が生じないようにするた

めの対応や授業内容の充実が求められています。 
子どもたちの将来が、その生まれ育った環境により左右されないような教育を保

障し、子どもたちが未来へ羽ばたいていくことができる力を育むことは、私たちの

責務です。 
そこで、子どもたちが将来の生き方や進路に夢や希望を持ち、その実現を目指し

て学校での生活や学びに自ら意欲的に取り組めるような魅力ある授業づくりや環

境整備に取り組みます。 
さらには、小学校高学年における英語の教科化及び中学年における外国語活動の 
導入に対応した取り組みを推進し、豊かな語学力やコミュニケーション能力、異文

化を理解する心を身につけたグローバルな人材の育成を図ります。 
また、スマートフォン・ＳＮＳの普及に伴い、子どもたちがインターネットを介

したトラブルや犯罪などに簡単に巻き込まれてしまうような新たな問題が生じて

います。アンケート調査でも、「子どものネット社会は、大人が考えているよりも

はるかに進んでおり、保護者では対応できないこともあるため、一刻も早く対策を

講じる必要がある」という意見がありました。 
情報モラルについては、子どもたちはもとより、家庭での指導に不安を感じてい

る保護者に対しても、情報モラル、フィルタリング機能等についての理解促進を図

る必要があることから、中学校ごとに子どもたち自身が作成した「スマホルール」

を家庭でも実践するとともに、今後も子どもたちが情報モラルについて、自ら考え

行動するような学習の充実を図ります。 
 
○主な取組 
・少人数学級や少人数指導など、子どもたちの実態や個に応じたきめ細かな指導

の充実 
・若手教員の育成、学校内外での研修の充実など、教員の指導力強化 
・英語教育の推進リーダーとなる教員の養成や、小学校における重点的な英語教

育の推進 
・ＩＣＴ等の活用やグループ学習など、子どもたちが主体的・協働的に学ぶこと

ができるような魅力ある授業の実施 
・「スマホルール」や「ＳＮＳルール」などの学校のルールの実践による家庭を含

めた情報モラル教育の充実と学校・家庭の連携強化 
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（３） 教員が子どもと向き合うための体制の整備 

 

核家族化の進展や共働き世帯の増加、地域社会における交流の希薄化により、従

来であれば家庭や地域が担っていた役割も学校に過度に期待されるようになって

います。また、学校を取り巻く環境は、以前にも増して複雑化・困難化しています。 
このようなことから、学校や教員に求められる役割は、拡大するとともに多様化

しており、それが学校現場の多忙化につながり、教員が子どもと向き合う時間が不

足しています。 
教職員のアンケートにおいても、「子どもと向き合う時間の確保」を求める要望

が最も多く、「人的支援の拡充や業務の効率化」といった対策を求める意見や、「学

校と家庭、地域がそれぞれの役割を果たしながら連携を図っていくことが必要」と

の意見が出されました。さらには、「小学校の運動部活動の見直し」を求める意見

が多く見られました。 
そこで、保護者が抱える学校教育に関する悩みや不安の解決を図るための専門家

の配置や関係機関との連携強化を図り、小学校の運動部活動については、教育活動

としての意義や役割を踏まえつつ見直しを行います。 
また、教員が心身ともに健康を維持して教育に携わることができるよう、教員の

相談体制の充実を図るとともに、教材研究や授業づくりに努め、自らの資質能力を

高めることができるよう、学校が一つのチームとして力を発揮するための体制づく

りを推進します。さらに、家庭の教育力を向上させるための機会を拡充するなど、

社会全体で子どもたちを支援する体制を構築し、教員が子どもたち一人ひとりと向

き合う時間の拡充を図ります。 
 
○主な取組 
・保護者からの相談を受け、専門的な助言や必要な支援を行う「学校教育コンシ

ェルジュ（仮称）」の配置 
・学校だけでは解決困難な子どもたちの状況を改善するために、家庭、学校、医

療や福祉などの関係機関をつなぐスクールソーシャルワーカーの充実 
・地域の指導者育成や社会体育との連携による小学校における運動部活動の見直

し 
・ＰＴＡ、学校評議員、学校支援ボランティアをはじめとした学校、家庭、地域

の連携強化 
・学校現場における教職員の業務実態の把握・分析及び教職員の専門性や役割分

担の明確化と、多様な専門スタッフや地域の人材の効果的な活用 
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（４） 学習に集中できる教育環境づくりと安全対策の推進 

 
近年、猛暑日の著しい増加や学校施設の老朽化への対応が求められており、特に、

子どもたちからは、「エアコンの設置」をはじめ、「老朽化した施設の補修による授

業に集中できる環境づくり」への要望が多く見られました。 
また、「パソコンやデジタル教材などを活用した分かりやすい授業を実施してほ

しい」という声も数多くあがっています。 
さらには、保護者から、「通学路における歩道の少なさ」や「路線バスが通る狭

い道での事故を心配」する声、「街灯が少ないことによる帰宅時の危険性」を指摘

する意見が寄せられており、学校内だけでなく登下校時を含めた子どもたちの安全

確保が強く求められています。 
そこで、子どもたちが学習に集中できる環境整備に取り組むとともに、地域や関

係機関と連携し、学校内外の安全対策を推進します。 
 
○主な取組 
・校舎、体育館、トイレ等の計画的な改修や、普通教室へのエアコン設置による

快適な学習環境の整備 
・学校はもとより、教育委員会、道路管理者、警察など関係機関による通学路の

点検や整備、保護者や地域住民が連携して取り組む交通安全確保など、地域ぐ

るみで子どもたちの安全を守る環境の整備 
・校区内の安全マップの作成・活用や小中学校への防犯カメラの設置の推進 
・子どもたちの興味や関心を高める授業のためのＩＣＴ機器やデジタル教材など

の計画的な整備 
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７ 教育大綱の推進に向けて 

   
現在の教育を取り巻く様々な問題を解決していくためには、市長事務部局と教育

委員会との連携をはじめ、学校、家庭や地域社会が信頼し合いながら、協力してい

くことが重要です。 
そのために、教育委員会を含め本市においては、市民からの信頼を得られるよう

に、法令遵守はもとより、職員倫理意識の向上や不祥事の防止、自らの資質向上等

に取り組んでまいります。 
また、市民の声に積極的に耳を傾け、地域課題を把握し、その課題解決に向けて、

市民の意見を施策に反映させるよう努めるとともに、それらの過程について、丁寧

に説明します。 
さらには、県や他の市町村と積極的に連携交流を図り、効率的で効果的な施策の

実現を図ります。 
 


